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認定日 実施事業者名 事業内容 効果 

ＣＯ２排出量

削減 
ドライバー 

運転時間省力化

２０１６年 
１１．２５ 

三井倉庫ロジスティクス㈱、鈴与カーゴ

ネット㈱、川崎近海汽船㈱ 
船舶を利用したコールドチェーン機器等を

輸送するモーダルシフト（群馬～九州各地） 
１３４t-CO2/年 
（７８%削減） 

２９７６時間/年 
（６７%削減）

１１．２５ トナミ運輸㈱、第一貨物㈱、久留米運送㈱、

日本貨物鉄道㈱、ジャパン・トランズ・ライン㈱

貨物鉄道を利用した複数特積み事業者貨

物の混載モーダルシフト等（東京～九州各地） 
６８９t-CO2/年 
（６７%削減） 

８９９８時間/年 
（８５%削減）

１１．２５ センコー㈱、東京納品代行㈱ 空返送コンテナを利用した貨物鉄道へのモ

ーダルシフト（東京～大阪） 
５６t-CO2/年 

（７１%削減） 
１５４０時間/年 
（８１%削減）

１２．１６ ㈱ラルズ、㈱シジシージャパン、全国通

運㈱、日本貨物鉄道㈱ 
貨物鉄道を利用した青果物・食品を輸送す

るモーダルシフト 
８９t-CO2/年 

（５５%削減） 
１５８４時間/年 
（６２%削減）

１２．２８ 百年住宅㈱、センコー㈱ 船舶を利用した住宅部材を輸送するモーダ

ルシフト 
８８t-CO2/年 

（２８%削減） 
４０７０時間/年 
（８４%削減）

２０１７年 
 １．１６ 

日本通運㈱、アサヒビール㈱、キリンビー

ル㈱、日本貨物鉄道㈱ 
空返送コンテナを利用した同業他社との共

同モーダルシフト（大阪～金沢） 
２７００t-CO2/年 
（５６%削減） 

２００００時間/年

（３５％削減）

１．３１ 佐川急便㈱、ＳＧフィルダー㈱ “スマート納品”を活用した高付加価値で効

率的な輸送の実現 
３２０６t-CO2/年 
（６６%削減） 

３６７５時間/年 
（９３%削減）

 ３．２８ 北尾運送㈱、日本貨物鉄道㈱、日本フレートライナ

ー㈱、全国農業協同組合連合会長崎県本部 
鉄道を利用した農産品を輸送するモーダル

シフト（長崎県内のＪＡ） 
１６５７t-CO2/年 
（７３%削減） 

１４４５６時間/年

（８７%削減）

３．２９ 佐川急便㈱、北越急行㈱ 旅客鉄道を利用した貨客混載の取組 １４kg-CO2/回 
（８８%削減） 

１時間/運行１回

（６０%削減）

５．０９ ＷＩＬＬＥＲ ＴＲＡＩＮＳ㈱、㈱丹後王国 京都丹後鉄道（宮豊線）を利用した貨客混

載輸送 
５６kg-CO2/回 
（７６%削減） 

１．４時間/回 
（７２%削減）

 ５．３０ オーシャントランス㈱、㈱ＮＢＳロジソル 船舶を活用した住宅建材のモーダルシフト

（無人航送） 
３４６t-CO2/年 
（６５%削減） 

６６９０時間/年 
（８９%削減）

５．３０ ㈱ランテック、日本フレートライナー㈱、

日本貨物鉄道㈱ 
鉄道用３１ｆｔ冷凍冷蔵コンテナを活用した、

食品のモーダルシフト 
２５０t-CO2/年 
（６６%削減） 

４７５５時間/年 
（７２%削減）

５．３０ ㈱柳川合同、㈱柳川合同トランスポート、

㈱関東柳川合同、㈱名門大洋フェリー 
船舶を活用した、家具のモーダルシフト及び

積合せによる輸送網の集約 
３０８t-CO2/年 
（２６%削減） 

１７９５５時間/年

（７５%削減）

５．３０ 鈴与㈱、鈴与カーゴネット㈱、㈱鈴与カ

ーゴネット滋賀、㈱鈴与カーゴネット九州

フェリー便を活用した、自動車部品のモーダ

ルシフト 
－ 

（５６%削減） 
－ 

（８２%削減）

出典：国土交通省物流審議官部門「物流総合効率化法認定事例集」2017.3.31 および 2017.6.30 からモーダルシフトに該当する事例のみ抜粋 

 

３．首都圏三環状道路整備後のＣＯ２排出量 
誘発交通により約３０万トン/年増加 

環境省の研究事業に三環状道路整備後のＣＯ２排出量

を推計したものがあります。三環状道路の整備により平均

旅行速度は改善し、自動車走行台時も減少するものの、

誘発交通により平均トリップ長および自動車走行台キロが

増加するため、ＣＯ２排出量は現況（２０１０年度）と比較し

て３０万ｔ-ＣＯ２/年増加するということです。（図２） 

 
 

図２ ＣＯ２排出量の現況からの変化量（関東） 
 

出典：神戸大学・筑波大学・首都大学東京・東京工業大学・富山大学・価値総合研
究所「平成２６年度環境経済の政策研究 地方公共団体における地球温暖化対策
実行計画等の実施に伴う環境・経済・社会への影響分析 最終報告書」2015.3 

４．総合物流施策推進プログラムに向けて 
事業者の努力が帳消しにならないよう慎重な検討を 

表２は昨年１０月改正後に物流総合効率化法で認定さ

れたモーダルシフトの事例です。モーダルシフトはＣＯ２排

出量削減にもドライバー不足対策としても大きな効果があ

ることが分かります。 

７月２８日に総合物流施策大綱（２０１７-２０２０年度）が

閣議決定されました。「今後の物流施策の方向性と取組」

に「三大都市圏環状道路をはじめとする高規格幹線道路

網の整備」が挙げられています。 

今後、大綱に基づき総合物流施策推進プログラムを策

定するということです。外環は道路利用者にとっても負担

が大きい５）だけでなく、ＣＯ２排出量も大きいことが分かりま

した。道路整備によって事業者の努力が帳消しにならない

よう慎重な検討をお願いしたいと思います。 

 
１） 環境省「道路事業における温室効果ガス排出量に関する環境影響評価ガイド

ライン」2010.3 
２） 国土交通省「環境行動計画」2014.3 策定（2017.3 一部改定）、「国土交通白書 

2014」の第１節 地球温暖化対策の推進 
３） 産業連関表を用いた環境負荷原単位データブック（3EID）ホームページ 
４） 関東地方整備局事業評価監視委員会 2016.5.19 資料 4-2-2 P13,14 の差額 
５） P-REPORT「東京外かく環状道路（関越～東名）の解説」2017.3.6 

 

P-REPORT 2017.7.31 

表２ 物流総合効率化法の認定事例一覧


